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[委員会意見] 
 

調査事件６ 福島町社会福祉協議会の運営状況について（令和 7年 10月 17日調査） 

 

社会福祉協議会の運営状況調査については、令和元年度に町と議会に支援要望

書が提出されて以降、継続して調査しているところですが、この度、町より、社会

福祉協議会の令和６年度決算状況と今後の支援の在り方について資料が示されたこ

とから、内容を調査したので、調査結果を次のとおり報告する。 

 

【論点とした調査項目・意見】 

 

 町より示された社会福祉協議会の運営状況については一定の理解をしたが、次の

事項について検討されたい。 

 

１ 法人運営事業について 

 社会福祉協議会の本来業務への取り組みについては、生活困窮者への支援や防

災への対応等があるが、業務内容を積極的に発信していかなければ町民はその役

割を知らないことが危惧されるため、現状の体制を検証し町と情報共有する必要

があると思慮するので検討されたい。 

 

２ 介護保険事業について 

 社協の決算状況から介護保険事業、特に居宅介護支援事業が運営のネックとな

っていることは明白であり、支援対象者の減少が推察されることから、この状態

で推移すると他の２町内事業所も含め経営が立ち行かなくなることも憂慮され

る。本委員会では以前から町が主導して町内にある他の２事業所も含め３事業者

で協議の場を持ち、事業の棲み分け・協業化を検討する必要があると提言してお

り、早急に協議されることを望む。 

 

３ 総括意見 

  町は社会福祉協議会が社会福祉活動を推進する法人として地域に欠かすことの

できない組織として支援しており、その考えに異論はないが、現状の経営が維持

されている主な要因は、町からの助成金と職員の派遣によるものであることは経

営健全化計画との比較からも明らかであり、町への依存体質から脱却するために

も、介護事業所として他の事業所との協業とは別に、町内の居宅介護を必要とす

る方に積極的に対応する営業に取り組み、介護保険事業の収支の改善を図るため

の努力をするべきであると思慮する。  



 

 

 [委員会意見] 
 

調査事件７ ごみ減量化対策の進捗状況について（令和 7年 10月 17日調査） 

 

町のごみ減量化対策については、本委員会において継続して調査を行ってお

り、昨年実施した調査では、「ごみ減量化に向けた各種 PR の推進と、町単独での

減量化対策の推進」について、意見を付して報告しているが、この度、町より、令

和６年度のごみ処理量の推移と、ごみ減量化対策の進捗状況等について資料が示さ

れ、内容を調査したので、調査結果を次のとおり報告する。 

 

【論点とした調査項目・意見】 

 

 町より示されたごみ減量化対策の進捗状況については一定の理解をしたが、次の

事項について検討されたい。 

 

１ 電動生ごみ処理機のＰＲについて 

 町が普及を進めている電動生ごみ処理機については、本委員会としてこれまで

もＰＲ活動の必要性を指摘しており、町も広報等による PRを行っているとのこ

とだが、町民からは存在を知らない、どこで買えるのか、処理した生ごみの処理

方法がわからないなどの声も多く、ＰＲ用電動生ごみ処理機の存在が町民に十分

認知されていない点を指摘する。従来の広報等によるＰＲでは不足であり、より

積極的に各町内会の役員会やごみ減量化推進委員会議等で実物の効果を見てもら

うほうが理解しやすいと思慮するので検討されたい。 

 

２ ごみの分別への意識付けについて 

 当町の減量化が進まない要因は、ごみの分別も含めた４Ｒ取り組みの認知度

が低いことにあると考えられる。これまでの周知方法では、町民への意識付けが

進まないことは明白であり、厳しい現実を認識してもらう必要があると思慮す

る。現況打開には、言葉だけでなく実際に町から出されたごみ処理の実態を町民

に見てもらうことが大事であり、学校単位や町内会等で衛生センターの処理現場

を見学してもらうことも有効と考えるので検討されたい。 

人口１人当りのごみ処理負担金渡島１位が続いている不名誉を返上できるよ

う、広報紙や防災無線等あらゆる手法を使いＰＲを継続し、ごみ分別への意識づ

けを徹底されたい。 

 


